















































































































































































































































































































36％がオンライン化される」（日経ネットビジネス, 2001.12.10号, p. 65)と
いう予測が示されている。
　こうしたデータに基づいて今後のＩＴを活用したビジネスモデルの構築
とその進展を考察すると，企業間関係を再構築することによって新しいビ
ジネスモデルを創造することが, B toB市場拡大の中心的課題になるこ
　　　　　　　　　　　　　　－337－
とが指摘される。
　日経コンピュータ社が2001年７月に発表した調査によると(日経コンピ
ュータ, 2001.7.16号)，企業間(ＢtｏＢ)でインターネットを活用したビジネ
スを展開している企業の目的の第一は，事業作業の負荷軽減や事務処理コ
ストの削減で，全体のおよそ68.0％を占めている。それに続いて，資材
や製品などの調達コストの削減，納期の短縮，顧客満足度の向上，自社や
業界のビジネスモデルの変革が，それぞれ，37.1％，35.1％，31.4％，
30.6％となっている。確かに，従来から引き継がれてきた事務作業の軽
減や効率化を，インターネット活用の主要目的におく企業の割合が高くな
っているが，わが国でも，調達コストの低減，納期の短縮，顧客満足度の
向上，ビジネスモデルの変革というように企業間関係を再構築することで，
従来達成することのできなかった新しい価値の創造に焦点をあて，ネット
ビジネスを積極的に進める企業が少なからず現れ始めている。
　　　　　　　　図表－5　インターネット活用の目的
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　2.ネット調達の進展
　調査結果でも示されているように，インターネットを活用したB toB
事業の中でも，インターネット調達に対する期待は大きい。すでに多くの
企業がこの事業に参入して調達コストの削減を実現しているが，この事業
分野ではさらに新しい傾向が見えつつある。
　その第一として，大企業が中心となってインターネット調達を普及させ
てきたが，今後は，中小企業を巻き込んでオンラインの受発注が進んでい
くことが予測されている。大企業が中小中堅企業に対してウエブＥＤＩ（電
子データ交換）対応を養成する動きが顕著になりつつある。事実，アッセ
ンブラーの一部には，ウエブＥＤＩなどオンラインの受発注に対応した部
品メーカーに優先的に発注する企業も登場し始めている。
　第二は，納入業者を選考する基準のルール化か行われるようになったこ
とである。従来のように，調達担当者の主観によって結果が変わることが
ないように，納入業者間の公平な競争の仕組みづくりが行われるようにな
った。また，既存の納入業者との間でネット上のオークションを実施する
企業も出現し始めており，伝統的で硬直化しやすかった調達・納入両業者
間の企業間関係にも変化がみられるようになってきた。とりわけ，取引可
能な企業をインターネット上から検索し国境を越えた電子取引体制が構築
されるようになると，「国際標準仕様」への対応が求められるようになる
ことはいうまでもない。グローバルスタンダードヘの対応は，ネット調達
の進展の鍵を握るといっても過言ではない。
　第三は，企業間関係の変化が，社内の仕事のプロセスを変化させるよう
になってきた点である。その典型は，オフィス用品など間接材でのネット
調達が急速に進んできたことにみられる。オフィス用品など間接材の調達
によって，価格引き下げによるコスト削減効果が期待されるだけでなく，
稟議書の回覧や領収書による経費精算といった社内の煩雑な事務処理手続
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きの効率化に伴う効果がきわめて大きい。企業間取引形態の変化は，社内
の仕事のプロセスにも影響を及ぼすのである。すなわち，より柔軟な企業
間関係を構築していくためには，インターネットによって接続される部分
だけでなく，販売管理や生産管理，会計管理などの業務系処理環境，「バ
ックオフィス」の最適化が不可欠となるし，それが実現されなければ，ＩＴ
を活用した業務効率化が，逆に業務プロセスの非効率を生み出すことも多
い。そのため，企業間関係の変化と社内プロセスとを適合させることが肝
要となる。
　　　　　　　　　図表－6　バックオフィスの最適化
　加えて，ネット調達の利点は，それまで取引関係のなかった新規納入業
者の探索にも効果を上げる。「オープン調達」と呼ばれるインターネットを
活用した納入業者の募集と取引への参加によって，従来型の企業間関係・
取引関係は大きく変容することになる。しかも，すでに企業間の電子商取
引は，単に２社間でやりとりをするといった単純なものではなくなってい
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る。すなわち，取引先のビジネス・プロセスと社内のワークフローを統合
することが必要になっている。より複雑な企業間関係を処理するためには，
取引先と社内のビジネスプロセスとを効果的に統合することが求められる
のである。
　3.ビジネスモデルを変革する
　B toBのビジネスモデルは，ネットバブル崩壊後も，ネット調達など
の企業間取引関係の効率化をもたらしただけでなく，新たなネットビジネ
スに意欲的な取り組みを見せる企業を創出させた。本業の効率化を促進す
るといったビジネスモデルの変革だけでなく，本業の周辺事業を拡大し，
取引先企業に対して新しいサービスを提供してビジネスチャンスを広げて
いくことがその主たる目的である。
　たとえば，わが国最大の建設機械メーカーであるコマツでは，建設機械
にＧＰＳ（全地球即位システム）と通信衛星によるデータ通信機能を搭載し
て，機体の所在や稼働状況を自動的に知らせるシステムを構築した。この
システムを活用して，コマツの販社や代理店では，建機の保守サービスを
高度なものにすると同時に，中古建機の流通事業にも乗り出し始めた（日
経情報ストラテジー，2002年１月号. pp 50-55)。「通信ネットワークとＩＴを
使った新しいビジネスモデルに，2002年から本格的に乗り出し，もう一
つの収益の柱に育てる］と説明する同社では，前年に引き続き，2002年
にも100億円を投じてビジネスモデルの変革が模索されている。同様に，
中小・中堅企業を中核市場にして成長を遂げてきた，文具通販事業者のア
スクルでも，顧客企業が集う仮想コミュニティを開設して，顧客企業間で
の知識・情報共有を促進する場を設置し，それと自社のビジネスモデルと
を統合することによるビジネスモデルの革新に積極的に取り組んでいる。
　こうした一部の企業のビジネスモデル革新への動きは，本業と密接に関
わる企業群との関係を新しい視点から切り直したり，あるいは，知識や情
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報を共有することによって，新しい事業チャンスの発見を試みようしてい
ることである。
IV　むすびにかえて
　これまでみてきたように，ＩＴ革命は，企業を取り巻く経営環境を大き
く変容させてきただけでなく，企業のビジネス活動や戦略行動を大きく変
化させてきた。情報ネットワーク社会といわれる21世紀初頭の競争を勝
ち抜き，世界の「勝ち組」企業として存続し発展していくためには，単に
ニューエコノミーの波に乗るとか，新しい市場を創造するといっただけで
はなく，オールドエコノミー時代の産業群の事業構造を根本から見直し，
情報技術を活用することによって，その構造を変化させることができるか
どうかを見極めることが重要である。
　言い換えると，情報技術によるビジネスモデルの革新は，それまで存在
しなかったまったく新しい儲けの仕組みを作り出すというだけに焦点をあ
てるのではなく，過去の儲けの仕組み，すなわち企業と企業との関係を組
み替えることに焦点を当てることによっても実現されるのである。
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